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1― 「所有権」の制限、「共有」について解説する 

「持ち家を購入するか、それとも賃貸住宅で暮らすか」。この「住まいの選択」に関する問いは、「ど

ちらが得か」といった経済合理性の観点から語られることが多い。実際には損得勘定だけでなく、各

人のライフスタイルや価値観を踏まえた判断が求められるが、そのうえで、住宅に関する法制度を正

しく理解することも欠かせない。そこで本シリーズでは、住宅リテラシーの向上に向けて、知ってお

きたい住宅に関する基本的な権利や制度について解説する。 

初回のレポートでは、持ち家の購入、すなわち不動産の「所有権」を取り上げた。続く第２回から

第４回のレポートでは、「所有権」に対する制限（図表１）のうち、「権利の濫用」・「相隣関係」・「公

法上の制限」について解説した1。 

本稿では、引き続き「所有権」に対する制限のうち、「共有」について解説したい。 

 

 

 
1 渡邊布味子『「持ち家か、賃貸か」。法的視点から「住まい」を考える』（ニッセイ基礎研究所、研究員の眼） 

 （1）所有権、（2）所有権の制限：権利の濫用、（3）所有権の制限：相隣関係、（4）所有権の制限：公法上の制限 

図表１ 所有権に対する一定の制限 
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内容 根拠条文等

権利の濫用 結果のバランスを欠いたり社会通念に反する権利行使は無効 民法1条3項

相隣関係 隣地との衝突を避けるための取り決め 民法209条から238条

公法上の制限 用途・建築・農地転用などの制限 都市計画法、建築基準法など

共有 単独で変更できず、使用収益も所有割合に応じる 民法251条など

所有者等の管理責任 危険放置などによる損害には賠償責任 民法717条、建築基準法８条など

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82551?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82745?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82862?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=83021?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/topics_detail2/id=58762?site=nli
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2― 「共有」 は、原則として「共有者全員の同意」が必要 

不動産の「共有2」とは、土地や建物を複数の人で所有する形態を指す。共有者には、10分の１や 100

分の１といった持分3が割り当てられ、共有者の持分を合計すると必ず１になる。一戸建て住宅を共有

する例としては、夫婦や親子がペアローンを組み、持分を２分の１ずつに設定するケースや、実家を

相続して兄弟姉妹で持分を等分するケースが挙げられる。 

共有者は持分に応じて「使用」「収益」「処分」の権利を有するが、単独所有と比べると、その行使

には一定の制限が伴う。「共有」は、民法では「使用」・「変更」・「分割請求」について以下のとおり規

定されている。 

 

① 使用（民法 249条） 

各共有者は不動産全体について持分に応じて「使用」することができる。ただし、他の共有者を不

当に害してはならない。例えば、兄弟 2人が相続した一戸建て住宅で、兄が一時的に庭を駐車場とし

て使用することは認められる。しかし、共有者間で協議が整う前に兄家族が住宅に居住を始めること

は、弟の利益を不当に害する行為にあたる。 

 

② 変更（民法 251条） 

共有物に「変更」を加える場合には、共有者全員の同意が必要である。ここでいう｢変更｣には、不

動産を売却する、他人に賃貸して賃料収入を得るといった、「処分」や「収益」も含まれる。例えば、

２人で共有している不動産について、１人が「売りたい」と主張しても、もう 1人が同意しなければ

売却はできない4。なお、保存行為については 1人で、管理行為については共有者の持分価格5の過半数

の同意があれば可能である（図表２）。 

 
2 マンションの所有形態である「区分所有」については、別稿で取り上げたい。 
3 「もちぶん」と読む。 
4 自分の持分は売却できる。 
5 例えば、1,000万円の不動産の持分価格の過半数は 500万円である。つまり、共有者の人数でなく保有する価値に応じ、

持分 1/2を持つ Aは、持分 1/4をそれぞれ持つ Bと Cが反対しても、自分の持分だけで管理行為を行うことができる。 

図表２ 共有者が行うことのできる変更等 
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定義等 例 制限の内容

保存 現状の維持
・共有物の修繕

・不法占拠者の明け渡し
1人で対応可能

管理 性質や形状を変えることなく、その価値を維持、増進
・建物の修繕

・賃借人との賃料交渉

共有者の持分価格の

過半数の同意

軽微な変更

（管理行為の範囲）

性質や形状を変えることなく、利用や保存のために必

要な通常の行為

・建物の壁の修繕

・利便性向上のための設備改良

共有者の持分価格の

過半数の同意

軽微でない変更
性質や形状を変えたり、その価値や利用方法を大きく

変更する行為

・建物の売却

・賃貸の開始

・建物の増改築

共有者全員の同意
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③ 分割請求（民法 256条） 

「共有」は永続的に維持されるものではなく、各共有者はいつでも「分割」を請求できる。方法と

しては、土地や建物を物理的に分割して持分に応じて割り当てる「現物分割」、一部の共有者が不動産

を取得し他の共有者に金銭で精算する「代償分割」、不動産を売却しその代金を共有者間で分ける「換

価分割」がある。 

 

 一戸建て住宅の場合、玄関、風呂、キッチン、トイレなどの設備は一つで、１世帯しか住めない

ことも多いため、持分に応じて「使用」「収益」「処分」することは難しい。もともと同居していた家

族間で相続が生じ、これまで通り住み続ける場合や、維持・保全のために必要な場合を除き、原則と

して「何をするにも共有者全員の同意が必要」である。 

「共有」は、共有者間の関係が良好で意見が一致している場合は特段問題ない。しかし、意見がひ

とたび対立すると、非常に厄介な所有形態だと言える。相続や売買を契機に共有者の数が増えたり、

第三者が加わったりすると、利害の対立から意見調整が難しくなる。広大な土地であれば「現物分割」

によって解決できるが、一戸建て住宅のように物理的に分割できない不動産では、意見が対立すると

不動産の活用が停滞する。売却を試みても、共有者全員の合意がなければ実現せず、いずれ資産価値

が低下し「負動産」となることもありえる。 

このように、「共有」は公平に財産を分け合う仕組みである一方、共有者間の意見対立が生じれば、

不動産の「使用」「収益」「処分」が著しく制限される。共有する不動産を巡って将来の争いが想定さ

れる場合は、早期に協議を行い、単独所有とするか、共有者全員の合意で売却するなどの対策を講じ

ることが望ましい。 

 

3― 共有者同士は意思疎通を図れる関係性を維持することが大切 

不動産の「共有」とは、土地や建物を複数の人で分け合って所有する形態を指す。一戸建て住宅で

も、夫婦がペアローンを組み持分を２分の１ずつに設定するなど、実際の活用事例も多い。しかし、

売却や賃貸といった不動産の「変更」には共有者全員の同意が必要であり、単独所有と比べて「所有

権」の行使には一定の制限が伴う。共有者の数が増えると共有者間の意見調整が難しくなり、不動産

の活用が停滞する恐れがある。共有者同士は、必要な時に意思疎通を図れる関係性を維持し、円滑に

協議できる体制を整えておく必要がある。また、将来の争いが想定される場合は、早期に協議を行い、

分割請求や売却などの対策を講じることが望ましい。 

次回は「所有権」の制限のうち、「所有者等の管理責任」について述べることとしたい。 
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